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翻　訳
承認の国際法1）
Le droit international de la reconnaissance
エマニュエル・トゥルム＝ジュアネ＊
訳　久　保　庭　　慧＊＊
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1）　本稿は， 最近公表された私の著書（E. TOURME-JOUANNET, Quʼest-ce 
quʼune société internationale juste? Le droit international entre développement et 
reconnaissance, Paris, Pedone, 2011）の一部を直接的に抜粋している。詳細に
相談に乗ってもらったこと及びこの論文の掲載を許可してくれたことにつき，
Pedone 出版と Revue générale de droit international public の編集長 C. Santulli
に心より感謝する。
＊　パリ政治学院教授
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 　Professeure, lʼEcole de droit, Sciences Po
＊＊　中央大学法学部助教・中央大学大学院法学研究科博士課程後期課程在学中
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訳者はしがき
　本稿は Emmanuelle Tourme-Jouannet, «Le droit international de la recon-
naissance», Revue générale de droit international public, Vol.116, No.4 (2012), 
pp. 769─800. の全文を著者及び出版社の許諾を得て翻訳したものである。
　著者は現在パリ政治学院教授を務める現代フランスを代表する国際法学
者の一人である。 彼女は元々国際法学史の研究者として， ヴァッテル
（Vattel）の研究でその名をよく知られていたが，近年になってその関心の
対象を大きく広げており，国際法という現象全体を，法外在的な見地から
批判的に分析した興味深い著作を次々と公にしている。
　この論文は，2011年に発表された彼女の著書の一部を抜粋し（注 ₁ を参
照），「承認の国際法」という独自の概念を用いて，新しい国際法の領域を
構想しようと試みたものである。この「承認の国際法」構想は，その発表
以来，特に欧州の国際法学者の間で活発な議論の対象となっており，この
機会に彼女の構想を日本語に翻訳し，紹介することには相応の意味がある
と思われる。
　なお，本文中の脚注については，原論文の表記法にできる限り忠実に記
載してある。また本文において，訳者が必要に応じて言葉を補ったり，注
記を付したりした部分については文中に［　］で表記した。
以下，本文
　 冷 戦 終 結 以 降，「承 認 の 国 際 法（droit international de la reconnais-
sance）」と呼びうる新しい国際法分野が生じつつある。それは1990年以
降，国内・国際双方の平面において影響力を増大させている，社会的・文
化的なアイデンティティの承認という新たなパラダイムの出現を反映した
ものである。ここでは，この新しい法が立脚するところの歴史的，学説的
文脈の大まかな特徴を提示した後（I），同法の今日における法的具現化の
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うち最も興味深いもののうちのいくつかを提示し（II），最後に同法が惹
起させる困難と問いについて言及する（III）。
I．承認の国際法の出現に関する歴史的，学説的文脈
　他者のアイデンティティや尊厳の承認という現象が今日の国際社会にお
いて根付いている。国際社会はいつの時代も異質で多様な文化を有してい
たにもかかわらず，そうした現実を受け入れるまでにかなりの時間を要し
てきた。こうした承認というものは，ジェンダー（genre），国家，言語，
歴史，文化，宗教などのあらゆる形態の要求を含んでおり，また東西，南
北といった形で地球全体を貫いている。とは言え，承認に関する国際法と
いう法分野が，特別の形で存在するかどうかは決して自明のこととは言え
ない。実際のところ，この承認の国際法は段階的な発展から生まれたもの
であり，こうした段階的発展の事実から理解しうるのは，同法が，それを
基礎付ける承認そのものと同様，多様な側面（acceptions）を持ったもの
であるということである。このような同法の発展過程は，植民地化の遺産
と部分的に結びつきながら，複雑かつ独特な展開を見せている。すなわ
ち，国際平面における承認への期待は，冷戦以前は地位と権利の平等の要
求という形で表現されていたが，冷戦後の新たな文脈においては，差異へ
の権利という，これとは真逆かつ特別な要求の形態をとっているのであ
る。このように，承認への期待に対して国際法が与えた法的対応に［時期
によって］分裂があったことはそれほど驚くべきことではない。というの
も，現実にはそうした国際法による種々の法的対応は，単に承認を異なる
形で表現したものに過ぎないからである。実際のところ，承認というもの
は同質的プロセスからは程遠いものであり，それはむしろ，国際社会の状
況や，その時々においてそうした国際社会を形成する人々の期待，さらに
はそこで生じる承認の否定の性質に応じて様々に変化しうるのである。
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A．文明国の国際法から植民地後の国際法へ
　脱植民地化に至るまで，国際法はそれ自体としてスティグマ化を促進す
る法であった。それは，諸国間の力の歪み，特定の政治階級の優位性，時
代全体を覆う潜在的人種差別主義といったものを単純に反映させただけの
ものであった。国際法はそれ自体として，承認の否定や支配のための道具
だったのである。というのも，それは文明化された諸国とそうでない諸国
との間の根本的な差別に全面的に立脚していたからである。より正確に言
えば，古典的国際法は「文明の基準」を確立していたのである。この基準
は，国際法の主体となることを望む全ての人々が従わなければならないも
のであったが，実際のところは欧米文明の基準以外の何物でもなかった2）。
さらにとりわけ興味深いのは，諸国を欧米万民法主体の輪（cercle）の中
に組み入れる際には，承認
4 4
という法技術が用いられていたということであ
る。承認とは，個別的・集団的な一方的法行為として定義されていたもの
であり，これを用いることで文明諸国は，ある政治共同体が「文明諸国の
共同体」の一部となるにあたって，当該政治共同体の文明化の程度，すな
わち成熟の程度を確認しようとしたのである。そしてこの承認を経ること
で，完全に文明化し，完全なる主権を有し，そして完全なる国際法主体性
を持った新国家としての地位が有効なものとなったのである3）。言い換え
れば，承認という行為は，文明化が不十分であるとして差別されていた政
治共同体の排斥や欠格の状況を終わらせるためのものだったのである4）。
従って承認とは，古典的国際法において絶対的に基本的な行為なのであ
り，文明諸国のクラブに入会するための合言葉（sésame）だったのであ
2）　例えば以下を参照。J. LORIMER, «La doctrine de la reconnaissance, fonde-
ment du droit international», Revue de droit international et de législations compa-
rée, 1884, Vol. 16, p. 335.
3）　以下を参照。Annuaire de lʼInstitut de droit international, Ed. nouvelle abrégée 
(1928), Paris, Pedone, Session de La Haye, 1875, Vol. I, pp. 70 ss.
4）　この点，特にロリマー (Lorimer) によって三種類の承認が考案されている。
以 下 を 参 照。J. LORIMER, Principes de droit international, Bruxelles, C. Mu-
quardt et Paris, A. Marescq aîné, 1885, p. 104.
承認の国際法
111
る。しかしながら，このような承認は限定的かつ差別的なものであった。
この時期の承認行為は，他者や他者のアイデンティティを構成するような
差異の承認という意味で為されていたわけではなく，むしろ価値の類似性
の承認，あるいはかつて民族文化的な観点から異質であるとされた人々及
び国家が到達した文明化の達成度を承認する行為なのであった。「文明諸
国の共同体」への統合と，地位や権利の平等の付与は，強制的同化と画一
化を通じて為されるものだったのである。言い換えればそれらは，新たに
承認された国が，自らと欧米諸国との間にある文化的・文明的差異を少な
くとも見かけ上は消し去り，「文明的良心」を示した時に与えられるもの
だったのである5）。
　この後，脱植民地化以降は，全ての者に対する平等な地位の承認が新興
独立国のアイデンティティ承認の重要な指標となっていった。独立運動を
契機として，かつて支配されたり植民地化されたりしていた人々は，国際
法主体の輪の中へとほとんど一般的な形で組み込まれることとなる。これ
は文明の基準やかつての承認の法技術ではなく，自決権の合法化（1960年
12月14日の決議1514）に立脚したものであった。支配を受けていた人々は
自動的に，新興独立国としての法人格や法的能力，そしてかつて自らを支
配していた諸国と同等の法的地位を享受することになった。こうして，準
文明国や非文明・非自治人民の概念によってもたらされていた古典的国際
法のスティグマ化促進効果（les effets stigmatisant）は，そうした効果に
起因する差異化された地位もろとも消滅することになったのである。被植
民地人民にしてみれば，他と同等の国際法主体として扱われるという事
実，あるいはかつての植民地推進国と同等の権利義務を持った主体として
扱われるという事実こそが，彼らのアイデンティティ承認の一つの根源的
な在り方だったのである。というのも，彼らは互いに同等の尊厳を持つ者
として，法的に考慮され，取り扱われることになるからである6）。植民地
5）　例えば以下を参照。P. FAUCHILLE, Traité de droit international public, Paris, 
Rousseau, 1922, pp. 30─31.
6）　このような，自らと対等な者としての他者の法的承認の基本プロセスについ
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時代の差別を終わらせたこのような地位の承認とは，差異への権利ではな
く，むしろ差異を考慮せず，また差異に関心を払わないような，平等への
権利を承認することだったのである。
　しかしながら，文化的・経済的に支配されているという事実は，引き続
き北側（le Nord）との対立点であり続けている。西欧の経済的覇権に常
に服しながら，近代化を遂げようとする欲求と，自らの文化的アイデンテ
ィティを見出そうとする欲求との間で揺れ動いてきたかつての被植民地諸
国の悲劇的両義性は，脱植民地後の現代世界においても何ら変わっていな
い。承認の要求は今日では，自文化の法的保護への権利や，自らのアイデ
ンティティを愚弄し，傷つけてきた植民地化という歴史的不正に対する補
償といった形態をとるようになってきているが，こうした悲劇的両義性こ
そ，承認の要求がここまで様々に変遷してきた理由の一つなのである。こ
うして，新たな要求はより一層包括的な動きの中に組み込まれるようにな
ってきており，これは冷戦後の国際社会全体に影響を及ぼすとともに，こ
こにきて差異への権利の要求という形をとるようになってきているのであ
る。
B．冷戦後の新たなパラダイム
　冷戦終結以後，ある新しい現象が生じており，これは社会科学の領域に
おいて数多くの研究対象となっている。アイデンティティの目覚めと，承
認に対する現代の多様な欲求は1989年以後大きく広がりを見せており，そ
の結果，承認という新たなパラダイム，言い換えれば，国内・国際双方の
アクターが相互に作用し合う方法に影響を及ぼしたり，そのような方法自
体を条件付けたりする新たな表象システムの出現が語られるようになった
のである。この新たなパラダイムがこれほどの地位を獲得していることは
さして驚くに値しない。というのも，それがどういった形で発現している
ては，以下のものを参照。A. HONNETH, La lutte pour la reconnaissance, Paris, 
Cerf, 1992, pp. 132 ss. また，Ch. TAYLOR, Multiculturalisme. Différence et démo-
cratie, Paris, Flammarion, 1992, pp. 44 ss.
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ものであれ，このパラダイムもまた，承認に関する基本的な欲求を反映し
たものだからである。こうした承認の欲求に関して，それが人間や人間集
団についての最も基本的な現実の一つを構成しているという点では見解の
一致が見られる。そしてそれは丁度，冷戦終結や新たなグローバル化の到
来に後押しされる形で，一層人々の意識の中に根付くことになったのであ
る7）。承認の欲求については，1990年代になって数多くの論者が，民主的
社会の置かれている状況と照応させつつ，これを分析したり自問したりし
てきたが，それは主として次の二つの軸に基づいて行われている。すなわ
ち，一つは多文化化した社会において，異なる文化を尊重するような政策
に関わるものであり，もう一つは民主的社会の内部に存在する承認の否定
に関わるものである。第一のものについては，例えばチャールズ・テイラ
ー（Charles Taylor）が次のように述べている。すなわち，アイデンティ
ティや文化的差異の問題は，民族文化的なレベルでますます多様化しつつ
ある社会における承認への戦いの中核に位置しており，こうした問題が極
めて多くの社会的・経済的問題の源泉となるとともに，「異質性への寛容」
と表現されるような一般的な承認政策を要請しているということである8）。
第二のものに関しては，アクセル・ホネット（Axel Honneth）が，尊重の
欠如と侮辱に関する一般的考察に取り組んでいる9）。ヘーゲル（Hegel）
の著作の詳細な読み込みに立脚しつつ，ホネットは次のように指摘する。
すなわち，我々が望んでいるのは，侮辱の回避と，私的・家族的領域，仕
事・分業の領域，法・政治に関わる公的領域という三つの領域における
我々の在り方に関する，真の意味での承認の獲得なのだという。第一の私
7）　以下を参照。T. TODOROV, La peur des barbares. Au-delà du choc des civilisa-
tions, Paris, R. Laffont, 2008, pp. 129 ss. また，この現象の原因とその発現様態
に関する社会学的観点からの分析としては，以下の書物に収録された諸論考を
参照。A. CAILLE (dir.), La quête de la reconnaissance. Nouveau phénomène social 
total, Paris, La découverte, 2007.
8）　Ch. TAYLOR, op. cit.. また，以下も参照。P. SAVIDAN, Le multiculturalisme, 
Paris, PUF, Coll. Que sais-je?, 2009.
9）　A. HONNETH, op. cit.
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的・家族的領域においては，親しい人々の愛が希求され，第二の仕事・分
業の領域においては，自らの生産性に応じて受けられるような社会的評価
が追求される。そして第三の法・政治に関わる公的領域においては，法的
尊重，すなわち地位や権利の法的に平等な承認が期待されるのである10）。
　他の論者はこうしたアイディアにならい，アイデンティティの概念を深
化させたり，それらを正義の要請の下で統合したりしている。承認への欲
求は，より一般には以下のような考え方に立脚した形で現れる。すなわ
ち，個人にせよ集団にせよ，同じように自らのアイデンティティの承認を
求め11），またこうしたアイデンティティは，部分的には他者との関係性の
中で決定されるという考え方である。アイデンティティの概念は，各個人
（あるいは各集団）の根底的意識の中に刻み込まれ，また彼らを定義付け
てくれるような自己及び他者の精神的な表象のシステムに関わっている。
個人レベルにおいて，アイデンティティの概念は次のようなことを示唆し
ている。すなわち，人は共通のアイデンティティによって，抽象的な形で
他者と同等の尊厳を有するものとして定義付けられるだけでなく，特定の
価値や文化への帰属によって決定される個別のアイデンティティによって
も定義されるということである。人々のアイデンティティというものは，
文化的なシステムと密接に結びついている。そして，個人や集団はそうし
た文化的なシステムの中で，当該文化的システム自体の変容と，その世代
から世代への継承を伴いながら生きているのである12）。アイデンティティ
10）　ibidem, pp. 113 ss. また，以下で示されたリクール (Ricoeur) による解釈も参
照。P. RICOEUR, Parcours de la reconnaissance, Paris Gallimard, 2004, pp. 
293─340. これらの先駆的業績を出発点として，道徳哲学，政治哲学，社会哲学
の枠組みにとどまらず，社会学的，人類学的，精神分析学的な観点からも様々
な分析が行われている。
11）　B. OLLIVIER, «Les identités collectives : comment comprendre une question 
politique brûlante?», in B. OLLIVIER (dir.), Les identités collectives à lʼheure de la 
mondialisation, Paris, Les Essentiels dʼHermès, CNRS Editions, 2009, pp. 8 ss.
12）　S. HALL, Identités et cultures. Politique des Cultural Studies, Paris, Ed. Amster-
dam, 2008.
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の承認への欲求は，社会学の領域において，人間存在の根源的欲求として
分析されている。すなわち，人間とは，単なる利益の追求のみによって定
義されるものでも，功利主義的な経済人（homo oeconomicus）に矮小化で
きるものでもなく，むしろありのままの自分を他者に承認，尊重してもら
うことを目指す存在なのである13）。
　従って，論者の中には社会的・経済的なものではなく，文化的な類の特
定の不正義が存在すると主張する者が存在する14）。このような不正義はと
りわけ，広い意味での「承認の否定」から生じるものであり，それは，共
通あるいは個別のアイデンティティの否定，価値や文化の否定，生活様式
の否定，一個の人間としての個人の尊厳の否定，そしてそうした個人の身
体的一体性の侵害から生まれるものである15）。そのような承認の否定は，
周縁化，スティグマ化，あるいは文化的支配という形態をとる。これに起
因して，個人，人民，少数者，さらには一定の諸国といった主体は，（国
際，国内双方のレベルにおいて）社会の構成員として十分な参加を得られ
ていないという意識を持つだけでなく，自らが何者であるか
4 4 4 4 4 4
という点に関
して，アイデンティティが尊重されていないという意識や，自らの文化的
嗜好に応じて生活・行動できないという意識を抱くのである。こうした承
認の否定は，憤慨，自尊心の欠如，屈辱，そして不正義の感情をもたら
す。そしてこれらが耐え難い苦痛を惹起させ，延いてはそれが激化して，
13）　A. CAILLE, Théorie anti-utilitariste de lʼaction. Fragments dʼune sociologie géné-
rale, Paris, La découverte, 2009, p. 5.
14）　N. FRASER, Quʼest-ce que la justice sociale ? Reconnaissance et distribution, Pa-
ris, La découverte, 2005, pp. 13 ss.
15）　承認の否定という用語は今日極めて多義的なものとなっており，故に，各々
異なる性質を持つと思われる体験（expériences），不正義（injustices），苦難
（souffrances）といったものを総体的に指し示す言葉となっている。ここでは
こうした様々な体験を，論者によってしばしば異なる使い方をされ，また必ず
しも不正義という観点で捉えられていないものも含め，意図的に一括して扱っ
ている。こうした様々な視点については，例えば以下を参照。A. HONNETH, 
op. cit., pp. 161 ss. また N. FRASER, op. cit., pp. 83 ss.
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我々がよく知るような極端な暴力的紛争を生み出すのである。こうした事
態を回避し，各々のアイデンティティの承認という根源的欲求を満足させ
るために，他者，そして社会全体によるアイデンティティの尊重を保証す
ることが必要なのである。そして，文化的な侵害が問題となっていること
を考慮に入れるならば，そうした保証は，社会における文化的，象徴的な
表象の修正を伴うものでなければならない。まさにこのような点から，政
治的・法的な領域で採用される一連の措置，すなわち平等な地位の付与に
始まり，蔑ろにされていたアイデンティティの再評価に至るまでの一連の
措置が生じるのである。こうした措置の中には，差別されていた人々や集
団のアイデンティティや文化的産品を保護・促進する形で，コミュニケー
ションの方法や，表象の在り方を修正することも含まれている。
　以上の点を踏まえれば，国際的なレベルにおける，アイデンティティや
文化に関連する多数の法的文書の採択や，様々な承認の否定の形態への応
答がよく理解できることだろう。このような国際社会の対応には，承認の
否定を受け止めようとする多かれ少なかれ明確な意思が伴っており，これ
はこの方向での国際法の著しい発展をよく表しているのである。
C．新 た な 法
　このように，冷戦後の国際社会はアイデンティティや文化に関わる多様
な承認の欲求に貫かれ，一層複雑化するとともに一層安定性を失いつつあ
る。まさにこのような国際社会において，承認の国際法という新たな国際
法分野が出現したのである。この承認の国際法という法分野は，国際的な
レベルにおいて初めからそのようなものとして（comme tel）形成されて
きたわけではないが，それでも，法的な言語や，国際法によって提示され
た様々な法的解決策の中で定式化されてきたアイデンティティや文化に関
わる多数の要求の中に明確に開花の予兆をはらんでいたものである。従っ
てここで必要なのは，承認の国際法の具体的輪郭を描き出し，この法につ
いて詳細に語ることである。そうすることにより，明確に承認の欲求に属
しているという点で他とは区別されるべき目的を有してきたにもかかわら
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ず，これまで十分に理論化されたり，包括的に検討されたりしてこなかっ
た法的な制度，言説，実行，原則の全体像を描くことが可能となるのであ
る。こうして，この承認の国際法は，開発の国際法とちょうど対をなし，
また公正な国際社会のもう一つの本質的要素を構成するものとして描き出
されることになる。すなわち，公正な国際社会とは，衡平（équitable）で
あるだけでなく，（他者の尊重に基づくような）品位ある（décente）もの
でもなければならないのである。
　従って，国際法が応えようとしている承認の欲求がどのような点に存在
しているのかを明確にしておく必要がある。というのも，こうした承認の
欲求は，脱植民地化によってもたらされ，また諸国間の権利と地位の平等
に基づく「平等な尊厳」の政策を基礎とするような，かつての他者承認の
プロセスとは異なるものだからである。アラン・トゥレーヌ（Alain Tou-
raine）による極めて示唆的な定式化に表れているように，今や諸人民，
諸国，諸集団，少数者は，「平等だが差異ある」16）ものとして国際法によっ
て承認されることを欲しているのである。これらの諸主体は，脱植民地化
した国家がそうしたのと同様，その差異にもかかわらず全ての者に対して
法的に同等の地位を認める法的平等を要求する。しかしながらそれに加え
てこうした諸主体は，自らの差異を保護するような一定の特殊性の法的承
認をも求めるのである。言い換えれば，こうした諸主体は単に平等なもの
として国際法によって承認されること，すなわち平等の権利だけでは満足
せず，差異あるものとして認められるとともに，それ自体として独自で，
自らのアイデンティティを基礎付けてくれるような文化や集団に属するも
のとして尊重されること， すなわち差異への権利をも要求するのであ
る17）。この点付け加えておく必要があるのは，［承認の法において］採用
される措置は，開発の法規則のような暫定的な性質を持つものではないと
16）　A. TOURAINE, Pourrons-nous vivre ensemble ? Egaux et dif férents, Paris, 
Fayard, 1997.
17）　このような二つの承認プロセスの区別については，以下を参照。Ch. TAY-
LOR, Le multiculturalisme, op. cit., pp. 56 ss.
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いうことである。開発の法規則はほとんどの場合，諸国間の状況の差異を
基礎として，一定の平等状態が達成されることを目指しているが，他方で
そうした一定の平等が達成された場合には，開発の法規則によってもたら
された措置は終了する。ところが，承認の国際法における措置は，永続的
かつ明確な形で，現に存在する差異を認めることを目的とする。こうした
相違から認識できるのは，この承認という新たな形態は，全く異なるアイ
デンティティの表象を戧り出しているということである。すなわち，もは
やこれまで主張されていたような地位の平等によって享有されるアイデン
ティティではなく，個別的なアイデンティティこそが，諸国，諸人民，諸
集団，諸個人を真に独自なものにするのである18）。冷戦期における脱植民
地後の国際法が，専ら形式的平等や権利の平等という抽象的かつ自由主義
的な原則に基づいていたのに対し，冷戦後の国際法は，より抽象度の低
い，差異への権利や文化的アイデンティティを保護する権利に基づいた承
認の国際政策を認めるようになってきているのである。
II．承認の国際法の射程
　ここでは承認の国際法を構成する，より具体的な法的実行の検討に入り
たい。これにより，一定の具体的な事例において，いったい何故，またど
のようにして，アイデンティティ及び文化に関する諸問題や承認の欲求に
応答するために，国際レベルにおいて法が動員されてきたのかを示すこと
が可能となる。紙幅の関係上，こうした実行の全てに網羅的に触れること
はできないため，目下のところは，この新たな承認の国際法を構成する三
つの領域，すなわち，文化やアイデンティティの保護にとって重要な要素
に関わる三つの主要領域について簡単に検討したい。第一の領域は，文化
の多様性の承認に関わるものであり，これはグローバル化に伴う文化的支
18）　この点，以下の書物に収録された極めて啓発的な諸論考から示唆を得た。S. 
MESURE et A. RENAUT, Alter ego. Les paradoxes de lʼidentité démocratique, Paris, 
Flammarion, 1999, pp. 9 ss.
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配という現象に抗おうとするものである。第二の領域は，集団及び個人の
アイデンティティを保護するための特別の権利の授与に関わるものであ
る。第三の領域は，過去に為された過ちに対する承認と，歴史的犯罪の補
償に関わるものである。これは，空間ではなく時間におけるアイデンティ
ティの構築に関連するものであり，これを通じて，いかにして諸国や諸人
民， 諸個人が自らの「ナラティヴ・ アイデンティティ（identité narra-
tive）」を再構築しようとしているかを看取することができる。これらの
領域を検討していく中で確認されるのは，「平等」という法的地位と並ん
で，「差異」という法的地位が国際法において少しずつ確立されつつあり，
またこうした発展が，現代の我々の根源的欲求に真の意味で応答している
ということである。
A．文化多様性に関わる法
　民族文化的多元性（le pluralisme ethnoculturel）は，人類の歴史におい
て古来より存在してきた。というのも人類社会は，人の混淆，移動，交易
だけでなく，人々を対立させる紛争などにも起因して，常に数千に及ぶ
様々な文化を抱えてきたからである。このような，人間の生活に内在する
多様性こそ，冷戦後の国際法によって考慮の対象となったものなのであ
る。それは，「人類の遺産」を包括的に保護しなければならないという新
たな確信を伴いつつ，この方向性の下で急激に形成された合意から生じた
ものである。こうした極めて広範な合意が生じた要因は主として次の二つ
の点による。すなわち，承認のパラダイムがかつてないほどに耳目を集め
ていること，そして，是が非でも文化を保護し，またそれを通じてアイデ
ンティティを保護しようという要請が存在していることである。こうした
文化のうちのいくつかは，まさに絶滅の危機に瀕しているのである。2005
年に採択された文化的表現の多様性の保護・促進に関するユネスコ条約
は，まさにそうした認識を示したものに他ならない。文化的領域における
経済的利益の保護がこの条約の重要な懸念事項であることは事実である
が，だからといってこの条約が専らそれのみを表現したものだと理解する
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のは誤りである。むしろこの条約が要請しているのは，冷戦終結以来，
「政治」から「文化」への移行を経験し，またアイデンティティ問題，文
化問題，経済問題の競合を経て，文化的アイデンティティの尊重を新たな
要求としている世界への適合なのである。
　ユネスコは常に，文化の多元性というものが，自らの活動を基礎付ける
無視することのできない事実だと捉えていた。この点とりわけ興味深いの
は，ユネスコがこの多元性という事実
4 4
を，多様性という法原則
4 4 4
へと徐々に
変容させていく方法である。早くも1972年の段階で，ストックホルムでの
国連人間環境会議にて，自然界の生物多様性という主題が文化多様性とい
う主題と結びつけられており，さらにこれら双方が西欧的成長モデルによ
って同時に脅かされていると理解されていた。同じ年にユネスコは世界遺
産条約を採択しており，この条約によって，文化財の保護に関するユネス
コの極めて積極的な政策が戧始されたのである。次いで20年後のリオ・
デ・ジャネイロでの地球サミットの際には，「文化的生態系」の均衡とい
う，奇異ではあるが非常に示唆的な概念が導入された。同サミットでは生
物多様性条約も成立しており，2005年の文化多様性条約は，いわばこの条
約への反響である。1995年には，ユネスコは「戧造的多様性」という概念
を提唱しており，これは「各々の形態における人間存在，あるいは総体と
しての人間存在の開花」19）を目指すものであった。しかしながら，2000年
代におけるグローバル化の進展から生じた懸念故に，ユネスコは何にも増
して「文化多様性」概念の明確化・強化という方向へと向かっていく。こ
の文化多様性の概念は，2001年のユネスコ総会において全会一致で採択さ
れた文化多様性世界宣言によって「人類の共通の遺産（ ₁ 条）」であると
厳粛に宣言されることとなり，同宣言は，この分野における転換を示す重
要な指導的文書となった20）。ここでもまた，自然や生物のアナロジーで文
19）　Rapport de la Commission mondiale de la culture et du développement, Notre 
diversité créatrice, Paris, Ed. UNESCO, 1996. URL: http://unesdoc.unesco.org/
images/0010/001055/105586fo.pdf.
20）　URL: http://unesdoc.unesco.org/images/0012/001271/127162f.pdf.
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化が捉えられている。というのも，この宣言は文化多様性が，「生物秩序
における生物多様性と同様に，人類にとって」重要であると捉えているか
らである。原則のレベルで言えば疑わしい点が残るとは言え21），こうした
文化の多様性と生物の多様性との対比は，とりわけ戦略的な目的を有して
いたのである。人は特定の動物や生物種にのしかかる脅威には動揺する一
方で，人類の文化的遺産に悪影響を及ぼすような，芸術や少数言語に降り
かかる脅威には全くそうした態度を示そうとしない。こうした文化多様性
と生物多様性の比較が想起させようとしていたのは，まさにこのようなこ
とだったのである。同年の2001年，国連は ₅ 月21日を，対話と開発のため
の文化多様性世界デーとして宣言している。2004年には，国連開発計画が
「多様化する世界における文化的自由」というテーマで報告書を発表して
おり，「文化多様性」を「我々の時代における最も根本的な挑戦の一つ」22）
だとした。そしてついに，こうした発展全体が最高潮に達し，2005年10月
20日に，ユネスコにおいて文化的表現の多様性の保護及び促進に関する条
約（2007年 ₃ 月18日発効）が採択されたのである。
　実際のところ，条約の射程は無視できないほどに大きい。文化的表現の
多様性がそれ自体として尊重すべき規範となったのである。民族文化的な
多元性は事実として認められてきたことであったが，これ以降は，そうし
た事実が規範に，すなわちそうした「多元性」を保護・促進することを目
的とする「多様性」という法原則に移り変わったのである。これにより，
単なる「文化的例外」を超える新たな権利義務が生じる。この文化的例外
は WTO の枠組みにおいて効果を持ち続けてはいるものの，それは「文化
21）　J. HABERMAS, Lʼintégration républicaine, Paris, Fayard, 1996, pp. 226 ss. この
ような自然／文化のアナロジーは，それが生物種の進化主義（évolutionnisme）
と同様に，文化の進化主義を惹起させるという点でも問題性を持つ。以下を参
照。C. LEVI-STRAUSS, Anthropologie structurale deux, 2nd ed., Paris, Plon, 1996, 
pp. 385 ss.
22）　Rapport du PNUD, La liberté culturelle dans un monde diversifié, 2004. URL: 
http://hdr.undp.org/sites/default/files/hdr_2004_fr.pdf.
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的表現の多様性」23）の原則と相俟って相対化される。実際のところ，双方
の原則は連続性を持っているものの，これらは同じ位相に位置するもので
はなく，文化的例外の方が文化多様性に比べて一層射程が限定的なのであ
る。文化多様性あるいは文化的表現の多様性の原則が何よりもまず目的と
するのは，強力な貿易自由化によってもたらされる単一の文化モデルの支
配に直面する，文化や各国の文化政策を保護することである。文化的例外
と同様，文化多様性の原則は，支配的文化産品の過度な自由化への抵抗と
いう論理の中に組み込まれている。というのも，文化的表現の多様性は，
貧しき国の市場に対する先進国や新興国の覇権主義によって脅威に晒され
ているからである。この原則もまた，文化的な財や産品がそうでない財や
産品と同じようには商品化できず，従って，共通の貿易レジームから除外
されるべきであるとする考え方に立脚している。
　とは言え，両者に共通する点を別にすれば，文化多様性の原則は，文化
的例外の原則とはその性質や射程に関わる多くの点で根本的に異なるもの
である。従って，この文化多様性の原則と結びつく諸争点は，それまでと
は全く異なる視点の下で観察される。この点おそらく最も重要なのは，条
約の文言が，2001年宣言の哲学（ ₁ 条）を再確認しつつ，文化的表現の多
様性の原則を，広義の文化観や，個人及び集団のアイデンティティと結び
つくような文化観に根付かせているという点である（2005年条約前文）24）。
さらに，この条約によって明白な形で理解されているのは，ある文化が他
の文化によって支配されることにより，人々や諸集団が，その単一性や独
自性という点において重大な危機に晒されるということである。少し後の
部分で条約において定義される「文化財」の概念は，こうした文化とアイ
デンティティとの結びつきを確認したものである。というのも，文化財
23）　この一般的研究においては，「文化多様性」と「文化的表現の多様性」の差
異については詳述しない。2005年条約においては両方の概念が定義されている
が，条約において直接の対象とされているのは後者である。ここでは便宜上，
両者を互換的に用いている。
24）　URL: http://unesdoc.unesco.org/images/0014/001429/142919f.pdf.
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は，アイデンティティとの関連で定義される文化的コンテンツの概念（ ₄
条 ₂ 項）と同様，「アイデンティティや価値，意味」を担う象徴的な財と
して定義されているからである（前文， ₁ 条 g）。あるいは，文化という
ものがほとんど全ての事象に関わるということを考慮に入れるならば，文
化的表現の多様性の原則の極めて広範な適用範囲（ ₃ 条）からして，同原
則の視点が極めて広範かつ事実上ほとんど無限に近いものだと理解するこ
ともできる。実際，同原則は，オーディオビジュアルや映画の領域を大き
く超えて，「文化的表現」全体を包摂するものとなっている。これは，こ
の条約が対象とする範囲に関して，主観的で極めて広い解釈を可能にする
ような非常に抽象的な用語法であると言える。条約によって規定される法
的枠組みに関して言えば，文化多様性の原則は文化的例外
4 4
とは異なり，貿
易自由化システムにおける例外という性質を持つのではなく，むしろ優れ
て一般的規則としての地位を有するものである。このように，文化的例外
が，対象を絞った保護主義を促進させようとする戦いであったのに対し，
文化多様性は一般的な適用範囲を持つものなのである。この点，この文化
多様性の法的枠組みにおいて極めて重要だと思われる要素をより詳細に，
三点ほど指摘しておきたい。
　まず一点目は，全ての文化に平等な尊厳と尊重が認められるという基本
原則である（ ₂ 条 ₃ 項）。条約内の諸権利義務はこの原則を基軸にして規
定されている。二点目は，まさに条約の名称が示しているように，追求さ
れるべき目的は二つあるということである。すなわち，条約の目的には，
文化的表現の多様性の保護だけでなく，促進も含まれているのである。文
化的戧造力，あるいは文化的な財や産品を保護するために諸国によって採
用される国内的措置は，自由貿易原則と衝突するものであるが，多様な文
化的表現を保護する裁量（faculté）を根拠として，そうした措置は合法な
ものとされる。しかしながら，多様性の促進という目的は一層踏み込んだ
ものとなる。この促進という目的が示唆するのは，多様性がそれ自体とし
て内在的に利益をもたらすということであり，それ故に諸国は，常に文化
面での一層の多様性，異質性，多数性を促進する義務を負うことになるの
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である。最後に三点目の要素として強調しておくべきなのは，諸国は，国
際関係の見地から彼らが適用すべきだと考えるところの多様性の原則を，
自国の領域内で適用する義務を有しているということである（ ₅ 条 ₂ ）25）。
対外的レベルにおいては，多様性の原則が示唆するのは，各々の国の文化
の平等な取り扱い，各々の独自性を成すものを尊重する権利，さらに固有
の文化政策を任意に採用し，それを保全する権利（これは何よりもまず国
家によって追求される）である。言い換えれば，国家は，基本的人権の尊
重に関わる制限は付くものの，その範囲内で，自国に固有の文化を保護す
ることを目的として，自国民が外の文化へアクセスすることを制限する法
的裁量を有しているのである。しかしながら，国内的レベルにおいては，
諸国は自国領域内において多様性を保護するだけでなく，促進するという
法的義務を負っているのであり， 従って諸国は， 国家内部の（sub-éta-
tiques）文化，あるいは先住民の（indigènes）文化を保護し，さらに個人
の表現や戧造の自由を促進する義務を負っているのである。この点に加え
て確認しておく必要があるのは，ユネスコによれば，2005年条約は何より
もまず「芸術家，文化に関わる職業人，実務家，市民全体が，自らに固有
のものも含む文化的な財，サービス，活動の広範な選択の幅を戧造し，生
産し，普及させ，また享受する」26）ことを保証してくれるものとして示さ
れたものだとされていることである。まさにここで見出されるのは国際法
の転換である。すなわち，こうした転換を通じて国際法は，個人の権利を
重視する人間観，あるいはより広く，自由なものとして理解され，「選択
（choix）」の可能性が付与されるべき人間存在という人間観へと向かおう
としているのである（ ₂ 条 ₁ 項）。
　いずれにせよ，ここにおいて文化多様性（そして文化的表現の多様性）
25）　同条約の ₆ 条， ₇ 条， ₈ 条，10条，11条も参照。しかしながら， ₅ 条 ₂ 項が
定めているのは，条約規定との「両立性（compatibilité）」の義務であって，
「適合性（conformité）」の義務ではないということには留意しておきたい。
26）　下記，ユネスコの公式サイトを参照。URL: https://fr.unesco.org/creativity/
convention/propos.
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の原則は，疑いなく国際法における基本的原則としての性質を獲得したの
であり，これは承認という新たなパラダイムの基本的な表現だと言って良
い。指数関数的に同質化を促進するグローバル化に直面する中で，この文
化的表現の多様性の原則は，多様性や独自性というものを承認し，単一の
文化モデルの反復を退けようとしているのである。多様性の原則が，経済
的利益や文化産業に対する諸国の防衛的営為の中核にあるということは間
違いないが，だからといって，この原則の持つ本質的で強力な側面が取り
除かれるわけではない。そして，植民地期，脱植民地化後の国際法の歴史
という見地に立つ事で，そうした側面の影響力はとりわけよく測定するこ
とが可能である。文化多様性の原則を認めることを通じて，長きに亘って
支配され，周縁化されてきた人々の慣習，文化，伝統の承認の否定という
時代を終わらせることが目指されているのである。従って2005年条約は，
それが適切な形で適用されるのであれば，各文明・文化に対して法的に認
められた地位の平等と尊厳の付与によって，自己表象（représentation de 
soi）の在り方，さらには世界規模で支配的なものとなっている文化や象
徴に関わる価値評価の構造を有意味に修正しうる決定的な法文書となるだ
ろう。もはや，唯一の文化モデルによる支配を受動的に受け入れること
も，また普遍的文化を形成しようとすることもありえない。というのも，
「多様性」の原則はむしろその逆に，現存する全ての文化の多元性を認め
るものだからである。そしてまさにこれによって，個人・集団を問わず，
自文化内部でのアイデンティティの承認が意味あるものとなるのである。
少数者に与えられる特別の権利や固有の文化的権利を通じて各人が自らの
文化的アイデンティティを肯定することができたとして，もしそうしたア
イデンティティが，それ自体として文化的に支配されている中で表現され
ているのだとしたら，そのようなアイデンティティにどれほどの価値があ
ると言えるだろうか。これは少なくとも法的なレベルにおいては決定的な
方向転換なのであり，特定の不正義に対する救済としての承認の法全体を
始動させるものなのである。自由主義的で多元主義的，かつ形式的なかつ
ての古典的国際法は，各々の文化の尊重という要求に十分に応えることが
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できなかった。また，文化面，経済面における諸国の主権的自由に立脚し
た同法のいわゆる文化的「中立性（neutralisme）」は十分に機能せず，一
つあるいは複数の支配的文化（そして延いては一つあるいは複数の支配的
な文化的アイデンティティ）が事実上
4 4 4
強制されてしまったのである。承認
の法によって再確認されたのは，まさに以上のような事実なのである。従
って，まさに文化多様性の法的承認こそが，こうした真の意味での視点の
転換を通じて，古典的自由主義的（droit international libéral classique）国
際法の形式主義によって蔑ろにされてきた，文化面における諸国の主権的
平等を強化しているのである。言い換えれば，文化多様性原則の法的承認
は，より広い意味での諸国間の平等の手段となるのである。
B．諸権利を通じた承認
　脱植民地後，さらには冷戦後の国際社会において，承認の国際法は文化
多様性という客観的な原則（principe objectif）の法的承認のみに留まら
ず，個人及び集団の主観的な権利（droits subjectif）という形態もとる。
このような主観的権利は，国家の内部において保障されなければならない
ものであり，また個人や集団のアイデンティティを保護・促進し，数多く
の周縁化，スティグマ化の状況を終わらせてくれるものなのである27）。こ
うした諸権利は，文化多様性の法にとって不可欠な補完的要素であり，ま
た同様に文化多様性は，こうした諸権利の効果的行使に不可欠なものなの
である28）。各人の個別性がより特別な形で保障されなければならないのだ
27）　権利の承認は，承認プロセスの一つとして，とりわけホネットとリクールに
よって分析されてきたものであるが，これら二人の論者の力点は，特別の権利
ではなく，全ての人々に共通する権利（市民的，政治的，経済的，社会的権利
など）の方にある。以下を参照。A. HONNETH, La lutte pour la reconnaissance, 
op. cit., pp. 133 ss. また，P. RICOEUR, Parcours de la reconnaissance, op. cit., pp. 
311 ss.
28）　もちろん，これには上述した文化多様性原則の解釈から生じる留保が付され
る。すなわち，人間の基本的な自由及び権利の侵害のために同原則を援用する
ことはできない。自由や権利の侵害のために文化多様性を利用することは，文
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とすれば，文化多様性の法的保障だけでは彼らの尊厳と個別性の承認にと
って十分なものとは言えないだろう。こうした文化多様性の法的保障に加
えて，主観的な権利が授与されなければならないのである。こうした主観
的権利は，国家に対抗するための固有の権利を個人に与えるとともに，最
も弱き立場に立たされる集団（少数者，先住民族）に対し，国家の多数派
に対峙させられている自らのアイデンティティを保護するための法的手段
を与えてくれるのである29）。
　従ってここで問題となるのは，このような主観的権利全体の動態なので
あり，それは新たな視点と同時に新たな困難をも生じさせる。より詳細に
言えば，こうした主観的権利は複数のカテゴリーに区別されるものであ
り，それはこれまで蔑ろにされてきたいくつかの重要な争点を様々な形で
明らかにしてくれる。第一に，それは特定の集団や特定の集団に属してい
る個人に対して与えられる権利，すなわち少数者や先住民族の権利であ
る。そして第二に，文化的権利，個人の権利，女性の権利などといった，
特定の集団に属しているかどうかにかかわりなく個人に対して与えられる
権利である。こうした権利のカテゴリーは，個人や集団が異なるものとし
て尊重されるべきだとする考えと，それらの平等な尊厳が保護されるべき
だとする考え方の間で常に揺れ動きながら，承認に関する実行の多様性の
化的閉じこもり（lʼenfermement culturel）という退行的螺旋に再び回帰するこ
とにつながってしまうのである。以下を参照。A. SEN, Identité et violence, Pa-
ris, O. Jacob, 2007, pp. 159 ss.
29）　その背後にある目的は，彼らが個人的ないし集団的な目的を追求するにあた
って，彼らに十分な自律性を付与することなのである。これは何人かの思想家
によって理論化されてきた考え方に通じるものである。以下を参照。A. HON-
NETH, La société du mépris. Vers une nouvelle théorie critique, Paris, La décou-
verte, 2006, p. 254. ま た，A. CAILLE, Théorie anti-utilitariste de lʼaction. Frag-
ments dʼune sociologie générale, op. cit., pp. 167─168. このことが示唆しているの
は，国際的な平面においては，差異への権利の問題は，必ずしも人権と対立関
係にあるのではなく，むしろ個人の自律という人権の目的，従って人間存在の
「潜在能力（capabilité）」を補完するものとなりうるということである。
比較法雑誌第52巻第 ₃ 号（2018）
128
全体像をよく示してくれると同時に，類似しつつも各々質の異なった要求
に法制度がどのように対応しているかをよく表現している。これらの全て
をここで分析することは叶わないため，目下，特定の文化に属する個人の
権利，すなわち少数者の権利を例として取り上げる30）。
　冷戦終結後，少数者の権利を保障するための法的な制度の数は増加して
いる。1945年以降，少数者の特殊性を保障するものとして国際文書の中で
認められていたのは個人の権利（droits de lʼhomme）のみであり，それは
とりわけ非差別原則を根拠とするものであった。しかしながら，1990年以
降は，少数者がとりわけ脆弱かつスティグマ化された集団であり続けてい
るということが考慮されるようになった。国家における多数派は常に自ら
の文化モデルを押しつけ，少数者を周縁化するとともに，その反動とし
て，アイデンティティに関連する彼らの要求を激化させてきたのである。
1989年以後，承認に対して認められた新たな価値に適合する形で，こうし
た反応がヨーロッパだけでなく世界全体で生じてきたことはそれほど驚く
に値しない。少数者の構成員に対して特別かつ差異化された権利を認める
とともに，彼らの文化的アイデンティティを明確に承認する数多くの国際
的な法文書が採択されてきている。そうした文書は拘束的であると同時に
多様な射程を有するものであり，目下のところその大部分はヨーロッパの
地域的文書である。そうしたものの例としては，1990年の欧州安全保障協
力機構（OSCE）のコペンハーゲン文書，1992年に国連総会によって採択
された民族的または種族的，宗教的，言語的少数者に属する者の権利に関
する宣言，1992年のヨーロッパ地方言語・少数言語憲章，1993年に欧州連
合（EU）によって設定され，東ヨーロッパ諸国の欧州連合加盟の条件を
示すとともに，少数者の保護を要請したコペンハーゲン基準，さらには，
1995年の ₂ 月 ₂ 日の民族的少数者の保護に関する枠組条約などがある。
　1992年の国連宣言が採択に至ったのは，冷戦後の少数者問題への対処に
30）　これ以外の権利に関する分析については，前掲の拙著（E. TOURME-JOUANNET, 
Quʼest-ce quʼune société internatioanle juste?, op. cit., pp. 208 ss.）を参照。
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関心を払っていた東ヨーロッパ諸国の国連加盟に依るところが大きい。こ
の宣言は，少数者問題に関して一般的な射程を持つ唯一の文書である31）。
同宣言は，冷戦後の承認のパラダイムの中に位置付けられるものであり，
少数者の問題を何よりもまずアイデンティティの尊重という視点の中に置
き（ ₁ 条），国家はそうしたアイデンティティを尊重・促進する義務を負
うとした。この文書は，少数者のアイデンティティを保護するために，そ
の構成員に対して特別の権利を与えているが，こうした権利の中には，戦
間期の議論に由来する言語使用権，宗教実践権，文化享有権などが含まれ
ている（ ₂ 条）。この宣言に続いて，国連総会は1993年に，人権高等弁務
官事務所に対して，同宣言に規定されている少数者の権利を保護・促進
し，また諸国との間でこの主題について対話を開始する任務を課してい
る。また，差別防止と少数者の保護に関する小委員会は，この問題に関す
る対話と積極的な考察のための場となる作業グループを戧設した。さらに
人権委員会は，政治的，市民的権利に関する国際規約27条の解釈を発展さ
せており，これもまた，少数者保護を促進する方向へと向かうとともに，
徐々に世界規模での一般的展開を見せている。
　とは言え，多くの法的文書はヨーロッパレベルで採択されたものであっ
た32）。戦間期の経験を再活性化させつつ，ヨーロッパ諸国は10年ほどの間
31）　Résolution AG/47/135 du 18 décembre 1992, Déclaration sur les droits des 
personnes appartenant à des minorités nationales ou ethniques, religieuses et lin-
guistiques. URL: http://www.un.org/french/documents/view_doc.asp?symbol
=A/RES/47/135. 同宣言に関しては，国連が共通の文書を採択するまで14年以
上もの歳月が費やされたが，その後東欧諸国の国連への新規加盟に後押しさ
れ，草案は15日で完成した。しかしながら，宣言自体は極めて一般的なものと
なっており，また制限的文言の多用によってその義務的性質が弱められてい
る。
32）　もちろんだからといって，地球上の他の諸国が少数者の保護や，少数者への
特別の権利の付与のための努力をしていないというわけではない。この点，例
えば以下を参照。R. MANCHANDA, The No Nonsense Guide to Minority Rights 
in South Asia, Sage Publications India Pvt Ltd, 2009. また，A. AXELROD, Mino-
rity Rights in America, CQ Press, 2002.
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に，少数者の特別の権利を規定した一連の法的文書を総体的に発展させた
のである。1995年の民族的少数者の保護に関する枠組条約の前文は次のよ
うに規定し，アイデンティティの承認に力点を置いた新しいパラダイムの
要点を示している。
「多元的で，真に民主的な社会は，民族的少数者に属する者の種族
的，文化的，言語的，宗教的アイデンティティを尊重しなければなら
ないだけでなく，彼らがこのようなアイデンティティを表現し，保護
し，発展させるのに適した条件をも戧設しなければならない。」33）
　少数者に対して認められる特別の権利の内容に関して言えば，コペンハ
ーゲン文書はその例として適当である。同文書は，この分野において冷戦
終結後採択された最初期の文書の一つであり，ここで明確化された主要な
権利は，しばしば拘束力ある文書の中でも取り上げられている34）。その第
IV 部において，同文書は何よりもまず，非差別原則が少数者に対して適
用されるべき人権であるということを確認している。しかしながら同文書
は，この原則は，国家によって確保されるべき少数者の特別の権利によっ
て補完されるものだとしている。このような特別の権利には，種族的，文
化的，言語的，宗教的アイデンティティを自由に表現したり，保護した
り，自らの文化をあらゆる形態において維持・発展させる権利（32項），
母語を使用する権利（32項 ₁ ， ₃ ）少数者に固有の「教育的，文化的，宗
教的」制度を戧設・維持し，公的な援助を受ける権利（32項 ₂ ），さらに
は自らの宗教を公言し，実践する権利（32項 ₃ ）が含まれている。諸国は
これら全ての権利を実施・保証する積極的な義務を負っており，これには
33）　URL: https://www.coe.int/en/web/conventions/full-list/-/conventions/
treaty/157.
34）　Document de la réunion de Copenhague de la conférence sur la dimension hu-
maine de la C.S.C.E., 29 juin 1990. URL: https://www.osce.org/fr/odihr/
elections/14304.
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こうした権利の経済的・社会的側面を考慮することも含まれる。
　これらの権利の射程と，これらの権利によって示されている法的発展を
過小評価してはならない。第一に，少数者に関する新たな国際法は，少数
者に関する戦間期のヨーロッパ法と類縁のものであるが，それは同時に，
新しい承認のパラダイムの中にも位置付けられるのである。少数者の権利
は1918年以後に認められたものであるが，それは何よりもまず新たな領土
の分割に端を発したものであって，少数者の差異への権利を直接に保護す
ることを目的とはしていなかった。その後，1945年の国連憲章，1948年の
世界人権宣言によってこのような少数者の権利は補完されることになる。
そして，今や目的はさらに移り変わっており，1945年当初のような黙示的
同化の推進，すなわち全ての者に差別なく同等の権利を与えることを通じ
て少数者保護を図るのではなく，むしろ少数性を根拠として特別の権利を
与えることによって少数者を保護しようとする方向に向かいつつある。こ
れらの権利は，少数者の承認への要求に応答することで彼らの特殊性を保
証しようとするものなのであり，より根本的に言えば，彼らが自らの文化
の中で，他者とは異なる形で生存する権利を保証したものだと言えるので
ある。言い換えれば，こうした諸権利は，平等でありつつも，差異ある者
でもあり続ける権利の存在を公式に認めたものなのである。1945年，ある
いは1948年の時点では，少数者自身が自らの望む形で生活するためには，
あらゆる者に認められる表現の自由，宗教の自由，結社の自由といった
個々の権利を差別なく行使できるよう保証すれば十分だと考えられてい
た。しかしながら1989年以降，法的戦略に変化が生まれたのである。すな
わち，全ての人に認められる形式的自由を超えて，彼らの文化的差異
4 4
，つ
まり彼らのアイデンティティを直接的に保証しうる権利を採用することに
したのである。例えば，表現の自由が差別なく適用されるのだとしても，
それは言語的少数者の言語保護の懸念には何ら応えることができないとい
うことは経験が示すところである35）。反対に，そうした少数言語で自らを
35）　これはまさに，少数者の構成員に対して特別の権利が認められた戦間期に，
常設国際司法裁判所が結論付けたことである。以下を参照。CPJI, Avis consul-
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表現したり，教育を受けたりする特別の権利は，当該言語の効果的利用の
ための条件を戧設するものであり，従ってそれは，当該言語の持続的な保
護につながるのである。この点，1992年のヨーロッパ地方言語・少数言語
憲章は，公私における地方言語・少数言語の利用は「不可讓の権利（droit 
imprescriptible）」であると規定している（前文）36）。これが示唆するのは，
非差別原則が新しい方向性の下で解釈されつつあるということである。と
いうのも，この新しい非差別原則の解釈によって，これまで以上に人々が
置かれている文化的な状況の多様性を考慮することが求められ，その結
果，少数者がまさに少数者であることを根拠として，同等ではなく，差異
ある形で扱われることになるからである37）。とは言え，非差別原則（これ
は常に優先して主張される）と少数者の特別の権利という二者の相互関係
を十分な形で明確化するという難問が未だ残されている。というのも，こ
れら二者の相互関係は決して確立されているわけではなく，故にこれが解
釈及び適用の場面において深刻な問題を惹起させる可能性があるからであ
る。承認の問題を困難かつ微妙なものにしているのはまさに，具体的な状
況下でのこれら二者の相互関係なのである。というのも，ここで重要なの
は，少数者を文化的特異性の中に閉じ込めてしまうのではなく，むしろ彼
らを「平等でありつつも差異あるもの」として承認することなのであり，
それによって，常に多数派に有利に働いてきた，中立・非差別からは程遠
い旧来の法の形式主義に抗い，究極的にはそうした「多数派」との間にあ
る条件の不平等を補うことだからである。
tatif du 6 avril 1935, Affaire des Ecoles minoritaires en Albanie, Rec. C.P.J.I., 1935, 
série A/B, pp. 17 ss.
36）　URL: https://www.coe.int/en/web/conventions/full-list/-/conventions/
treaty/148.
37）　以下を参照。Comité des droits de lʼhomme, Observation générale 23 (1994) 
sur lʼarticle 27 (Droit des minorités), §6. 2 :「諸国はまた，少数者のアイデンテ
ィティを保護するために，さらには，少数者の構成員が他の構成員とともに，
自らの文化や言語を保全したり，自らの宗教を実践したりする権利を保護する
ために，積極的な措置をとる必要がある」。
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C．歴史的損害に対する補償
　近年，また別の種類の承認に立脚した現代的要求が生じている。そうし
た承認は，人種差別主義，植民地主義，帝国主義によって引き起こされた
歴史的犯罪への補償の要求という形態をとるものである。脱植民地化後の
社会における他者への承認の問題は，数世紀に亘る他者の否定に光を当て
るような歴史の共有と，歴史的損害に対する補償を求めているのだろうか。
　この種の要求は，第三世界の独立が達成されるやいなや，彼ら自身によ
って展開されてきたものであり，いわゆる新国際経済秩序もこの動きの中
に含まれる。しかしながら，こうした要求がかつてないほどに重要な地位
を占めるようになったのは，冷戦終結以降であるということについては異
論を挟む余地はないだろう。このことを理解するには，この種の承認に関
わる要求の数の増加だけでなく，そうした要求自体が，そこで掲げられる
歴史的損害の多様性に呼応する形で多様なものとなってきていることを指
摘しておけば十分であろう。このようなものの例としては，ナチスドイツ
による東ヨーロッパの犠牲者や，日本の帝国主義によるアジア諸国の犠牲
者への補償の要求といったものから，奴隷制，奴隷貿易，植民地化に由来
するアフリカ諸国からの異議申し立て，さらにはニュージーランドのマオ
リやオーストラリアのアボリジニなどの先住民の犠牲者への補償の要求と
いったものに至るまで，多岐に亘る。こうした破壊や隷従の既成事実（fait 
accompli）自体は，歴史によって認められてきたところであるが，その一
方で犠牲者たちは結集し，諸国による過去の歴史的犯罪に対する責任の認
定と，それらに対する補償を求めているのである。
　しかしながら，過去の犯罪に対する承認を求める無数の犠牲者，あるい
はその子孫たちが表面化していく中で，そうした犯罪への補償の要求に
は，どのような地位が認められるべきだろうか。アントワーヌ・ギャラポ
ン（Antoine Garapon）が問うているように，歴史の修復は可能なのであ
ろうか38）。そして，歴史的損害の補償に関する国際法，あるいは補償への
4 4
38）　A. GARAPON, Peut-on réparer lʼhistoire ? Colonisation, esclavage, Shoah, Paris, 
O. Jacob, 2008.
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権利（un droit à réparation）というものは，今日存在するのだろうか。こ
れらの問いは，傷つけられた歴史とアイデンティティの効果的補償の可能
性という問題を惹起させる点で決定的に重要なものである。2001年のダー
バン会議（さらには2009年のジュネーヴでのレビュー会議）は，こうした
問題に対して政治的・法的な応答を与えようと試みたものであるが，同会
議は，この種の承認に関する要求の本質的争点だけでなく，国際法に依拠
する際に生じる困難と限界についても理解させてくれる。
　ここでは，2001年のダーバン会議の最終宣言に規定されている諸原則に
言及しておきたい。中でも，とりわけ以下で触れる三つの原則は，多分に
妥協の産物であるとは言え，この領域における一定の進展を示すものであ
ると言える。その三つの原則とは，①「奴隷制は人類に対する犯罪であ
り，常にそうであるとされるべきだった（aurait dû toujours être considéré 
comme tel）」という原則（13項），②「（奴隷制や植民地化などの）歴史的
不正義は，とりわけ途上国における多くの人々に悪影響を与えている貧
困，低開発，周縁化，排斥，経済的不公平，安定の欠如，不安といったも
のを不可避的に助長する」ということが公式に認められたこと（158項），
そして，③「関係する諸国」は「過去の悲劇の犠牲者の記憶を尊重」すべ
きであるという原則（99項）である。この点，同宣言は「いくつかの諸国
は謝罪のために動き，それが適当である場合には過去の重大かつ大規模な
犯罪に対する補償を行っている」（100項）ことに留意し，他の諸国に対し
て「犠牲者の尊厳の回復に向けて協力するための適切な方法」を模索する
ことを奨励している（101項）39）。
　ダーバンとジュネーヴで採択された原則には拘束力がなく，2001年の最
終宣言も明示的に，過去の植民地主義や奴隷制といった慣行から生じた損
害を終わらせるための適切な措置をとる関係諸国の義務は，「道義的な義
務」であって法的な義務ではないとしている。とは言えこうした原則は，
この問題に対して多くの諸国が与えた指針と，とりうる法的な解決策を明
39）　URL: https://undocs.org/fr/A/CONF.189/12.
承認の国際法
135
確化してくれるものである。ここで定式化された要求の大部分は国際法違
反に言及しており，従って将来的に起こりうる紛争の解決の文脈におい
て，ダーバン会議で示された指針を評価するためには，この分野の現行国
際法の状況に触れておく必要がある。
　この点第一に問題となるのは，当時の国際法や国内法において完全に合
法とされていた奴隷制が，犯罪として，さらに言えば人類に対する犯罪と
して性格付けられるのか，そして，国家はこれを根拠として責任を負うの
かという点である。同様のことは当時の欧米の国際法において数世紀に亘
って合法とされていた植民地体制についても言える。ここで問題となって
いるのは，法の時際的な適用可能性である。この点，新しい法は㴑及的に
は適用されないというのが，国際法による古典的な回答である。従って，
㴑及的な責任も存在しない。国家の行為が違法となり，故にそうした国家
に国際責任が発生するのは，当該行為が為された時点で存在していた国際
法上の義務に違反していた場合に限られる。このような経緯から，2001年
宣言において採用された文言は，「奴隷制は人類に対する犯罪であり，常
4
にそうであるとされるべきだった
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」（13項）という妥協を経たものとなっ
たのである。国家責任条文草案（2001年）の13条は，このような現行国際
法の状況と併せて，国際義務違反は，行為発生時において国家が義務を負
っていた場合にのみ発生するという事実を追認している。国際法委員会は
この13条の逐条解説において，たとえ新たなユス・コーゲンス規範（奴隷
制の禁止，そしておそらくは植民地支配の禁止もこれにあたる）が生じて
いたのだとしても， 㴑及的な責任の発生はないとする見解を示してい
る40）。同様に，1948年のジェノサイド条約も，㴑及的責任に関する規定を
置いていない。実際のところ，こうした主張それ自体には，一般的な規則
として，形式的には異論を挟みようがない。とは言え，ニュルンベルク裁
判や東京裁判，さらには今日の国際刑事裁判において，国際法上明確に確
40）　CDI, Projet dʼarticles sur la responsabilité des Etats pour fait internationale-
ment illicite, et commentaires y relatifs, 2001, Art. 13, §5, p. 143. URL: http://
legal.un.org/ilc/texts/instruments/french/commentaries/9_6_2001.pdf.
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立されている不㴑及の原則に注目すべき例外が認められているという点は
看過してはならないだろう41）。
　現在ところ考えられる唯一の可能性は，諸国が，「当時の国際義務に違
反しない自らの過去の行為」（2001年国家責任条文草案13条）に関する国
家責任を自らの意思で
4 4 4 4 4 4
㴑及的に認めることである42）。例えば過去の植民地
推進国と被植民地国との間に二国間条約が結ばれるなどの形で，何らかの
国際立法によって，［加害国が］過去の犯罪を自発的に承認したり，それ
に対する補償を与えたりするということはありうる。そのような例とし
て，2008年のイタリアとリビアの間の友好関係条約があり，これは国家間
レベルのものとしては非常に独自性の高いものである。またこの他，スー
族（les Sioux）とアメリカ合州国の間の歴史的紛争の解決や，カナダの州
政府，連邦政府，先住民代表との間でとり結ばれた，過去の略奪と先住民
の新たな地位の承認に関する70に及ぶ合意などがある。
　次に問題となるのは，こうした責任をどのようにして果たすかというこ
とである。損害には一体どのようなものがあるだろうか。損害を発生させ
るような行為の類型は，ダーバン会議で示されているように多岐に亘って
おり，死，奴隷制，強制労働，天然資源の略奪，土地の収奪，文化や生活
様式の破壊，今日の低開発といったものがこれにあたる。しかしながら，
法的な性格付けは確立しているわけではない。2001年の最終宣言，さらに
は一般的な傾向に従えば，こうした損害は二重のものであるとされる。す
なわち，数世紀に及ぶ屈辱と，数多くの人々が被ってきた承認の否定に起
因する道義的損害というものがまずは存在するが，これに付け加わる形
41）　D. ZOLO, La justice des vainqueurs. De Nuremberg à Bagdad, Paris, Actes Sud, 
2009, pp. 188 ss. 過去に為されたいくつかの残虐行為は，近代の到来に伴って
生じたジェノサイドや人道に対する罪と比較考察することができる。その類似
性と両者の比較対照の限界については， 以下を参照。R. GELLATELY et B. 
KIERNAN (dir.), The Specter of Genocide. Mass Murder in Historical Perspective, 
Cambridge UP, 2003.
42）　CDI, op. cit., §6, p. 143.
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で，資源の略奪，奴隷制，さらには植民地の搾取システムや土地の収奪と
いった物質的損害が存在するのである。こうした物質的損害は，かつての
被植民地国や先住民たちの今日の貧困に直結している。2001年の宣言によ
れば，植民地支配は過去における損害を生み出しただけでなく，「永続す
る社会経済的不平等を今日の世界の大部分において生じさせている」（14
項）のである。すなわち，今日の損害はそれ自体として，過去の損害と結
びついているのである。しかしながら，ここでいくつかの困難が生じる。
現在の損害と過去の損害との結びつきの程度を，どのようにして評価すれ
ば良いのだろうか。そしてそれはどのように証明すれば良いのだろうか。
例えば，いくつかの国における低開発は，過去の植民地支配によってもた
らされた帰結だとされているが，それは脱植民地化を遂げた諸国自身の責
任に部分的には起因するものであるとも言えないだろうか。過去の損害を
確定しなければならない場合においても一層の困難が生じる。とりわけ奴
隷制や植民地支配に関して，これらが複数の要因を持ち，また多様なアク
ターを介在させる広範な一般的搾取のシステムであった場合に，国家に対
して直接に責任を帰すべき明白な行為の存在をどのようにして立証しうる
だろうか。このような主張は確かに極めて形式主義的なものではあるが，
それでもなお妥当性を有しており，歴史的犯罪に関する責任の実現に関わ
る原則を複雑なものにしているのである。
　この点に関連して，補償の形式もまた問題となる。すなわち，どのよう
な種類の補償が与えられるべきであろうか。そして，世代が移り変わった
場合に，どのようにして現在の権利保持者を特定すれば良いのだろうか。
ダーバンにおいて，この問題は単純化されている。というのも，当時問題
とされていたのは，ある国家の他の国家に対する責任であり，従って補償
を受けるべきはかつての被植民地国であり，責任はかつての植民地推進国
にあるとされていたからである。また，先住民のケースにおいては，ほと
んどの場合先住民の人々こそが補償を受けるべき者であり，そして諸国こ
そが当該補償を負うべき者だとされている。しかしながら，例えば損害を
与えたのが私企業であったり，訴えを提起しているのが搾取や差別を受け
比較法雑誌第52巻第 ₃ 号（2018）
138
た世代の子孫であったりするような場合，問題はより複雑なものになる。
補償の方法という点に関して言えば，国家責任法がいくつかの可能性を示
唆している。すなわち，原状回復，金銭賠償，精神的満足である。ダーバ
ン会議や，その他の個別の事例においては，これらの全てが援用されてい
る。原状回復が問題となる場合に想定されるものとしては，盗難文化財の
原状回復，あるいはいくつかのケースにおいてしばしば見られたものとし
て，ミイラ化した人間の遺体などの原状回復措置などがある43）。2002年 ₃
月 ₆ 日の特別立法によって，フランスは南アフリカのコイコイ人（peuple 
Khoï Khoï）に対し，ホッテントット・ヴィーナス（Vénus Hottentot）［訳
者注：現在は差別用語とされている］として知られているサラ・バートマ
ン（Saartje Baartman）の遺体を返還しており，遺体は彼女が属する民族
の伝統的儀式に則って2002年 ₅ 月に埋葬された。西欧の博物館に保存され
た人間の遺体に関わるこの種の要求の増加から窺えるのは，歴史によって
傷つけられたアイデンティティの承認をめぐる要求が著しく発展している
ということである。そしてこのような承認の要求は，人類全体の平等な尊
重と，人類の差異の受容の双方に同時に立脚しているのである。
　とはいうものの，ほとんどの場合においては，原状回復以外の二つの補
償の形式が援用されている。この点，より一般的なのは金銭賠償の方であ
る。金銭賠償は過去の不正によって生じた経済的損失だけでなく，可能な
場合には，人々に対して為された道徳的損害に対しても適用されなければ
ならない。しかしながら，損害が数世紀に亘る経済的搾取や，人々の［ア
イデンティティの］否定から生じているような場合，金銭的補償の適切な
評価はいかにして可能なのであろうか。ある時点における損害の持続が，
低開発に由来するものである場合，当該損害はどのように評価されるべき
43）　このような原状回復の形式をとる補償については，先住民族の権利に関する
国連宣言の11条 ₂ 項に明示的に規定されている。URL: http://www.un.org/
esa/socdev/unpfii/documents/DRIPS_fr.pdf. 長きに亘り，とりわけユネスコに
て戧設された政府間委員会において，文化財の返還を中心として議論が行われ
てきた。
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だろうか。困難は非常に大きなものであるが，おそらく最も現実的なの
は，強化された開発援助に関する合意を，交渉を通じて取り結ぶことであ
ろう。上述したイタリア・リビア間の2008年条約はその典型例である。イ
タリアは30年に及ぶ植民地化を謝罪し，向こう25年に亘り，投資という形
で50億ドルの金銭賠償の支払いを引き受けた。このケースにおいて，金銭
的措置は歴史的に被った損害の補償だと理解されている。このような種類
の援助は，かつての植民地推進国によって今日，一方的約束や条約を通じ
て与えられている援助とは，象徴的な意味で（さらには法的な意味でも）
全く異なるものである。金銭的援助は，歴史的不正に対する責任の認定と
いう視点の中に位置付けられることによって，傷つけられたアイデンティ
ティの補償の形式として有効なものとなる44）。こうして傷つけられたアイ
デンティティは，修復された歴史過程の中に再び組み込まれることになる
のである。
　しかしながら，引き合いに出される歴史的な損害の種類から見て，金銭
的賠償が不十分であるか，あるいは全く不適切であるとされるような場合
もあり，いくつかの諸国や犠牲者は金銭賠償の考え方を完全に拒否してい
る。例えばアフリカ諸国の中には，奴隷貿易や植民地主義に対する補償と
して金銭賠償を用いることは全く品位に欠けているとして，これを拒絶し
ている国もある。1980年にラコタス（Lakotas）のインディアンが，ブラ
ックヒルズ（Black Hills）の不法占有に対する合衆国政府の金銭賠償を拒
んだのも同様の理由によるものである。というのも，彼らにしてみれば，
金銭賠償を受け入れることはすなわち，聖地の窃盗を受け入れるというこ
とになるからである。金銭賠償は，それが望まれているのであれば，アイ
44）　モロッコ国王のモハメド ₆ 世によって，拷問と「失踪」の犠牲者のために設
立された最初の補償プロセスがうまく行かなかったのは，まさにこのような理
由による。この補償プロセスは，政権による犯罪を明確にすることも，認める
こともしないままに，専ら「冷淡な（sèche）」補償を与えるのみであった。よ
り満足の行く，第二の補償プロセスが設立されなければならなかったのであ
る。以下を参照。A. GARAPON, Peut-on réparer lʼhistoire?, op. cit., pp. 214─217.
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デンティティに関わる歴史的損害を終わらせ，これを修復することに貢献
しうる。しかしながら先に述べたように，その際の条件として，そうした
賠償とともに発せられる言葉を，「正義の言説」45）や，人々に対する大規模
な［アイデンティティの］否定の認定と結びつけ，賠償そのものに意味付
けが為されることが必要となるのである。補償の形式としての精神的満足
というものは，このような非物質的な損害が問題となっている場合に一層
適合的なものとなりうる。というのも，それは損害に対する象徴的な補償
を直接に対象とするものだからである。精神的満足は極めて多様な形式を
とりえ，それは例えば責任の認定，後悔の念の表明，公式の謝罪，許しの
懇願などである。この点，ヴァージニア州が2007年 ₂ 月に，黒人奴隷制と
先住民搾取，そして彼らの最も基本的な諸権利の侵害に対して，合衆国の
州としては始めて公式に謝罪をし，「深い後悔の念」を表明したことは注
目に値する。同様に，ドイツはダーバン会議において，自らの植民地政策
を正式に謝罪した。また，ラテンアメリカの先住民に関わる数多くの事例
において米州裁判所が要請しているように，文化的展示の組織，基金の設
置，石碑の建立，記念日の設定，記念博物館の設立，先住民支援組織の戧
設などといった，一般的ではないがおそらく非常に効果的な措置もまた採
択しうるだろう46）。
　このような要求が，現代の承認のパラダイムの中に位置付けられるもの
であるという事実は既に確認した通りである。この事実は，当該要求が生
じる原因を明確に説明し，またそうした要求への最も適切な応答がどのよ
うなものであるかを明らかにしてくれる。そして，この承認のパラダイム
45）　ibidem, p. 229.
46）　これは，人権の保護と促進のための小委員会の決議2002/5によっても奨励さ
れている（ ₆ 項）。La reconnaissance de la responsabilité et les réparations pour 
les violations flagrantes et massives des droits de lʼhomme en tant que crimes 
contre lʼhumanité qui se sont produits durant la période de lʼesclavage, du colo-
nialisme et des guerres de conquête. Résolution de la Sous-Commission des 
droits de lʼhomme 2002/5. URL : https://digitallibrary.un.org/record/471075/
files/E_CN.4_Sub.2_2002_L.6-FR.pdf.
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によって示されているのは，過去においては多くの場合，沈黙と，長きに
亘る時間の経過によって解決が図られていた歴史に関する要求が，今日全
く無視することのできないものになっているということである。1992年に
なされたオーストラリア首相による有名なスピーチには，こうした新しい
考え方の傾向がよく表われている。
「私が思うに，全ては承認という行為から始まるのである。すなわ
ち，まさに我々こそが収奪を行ったという事実の承認である。我々は
伝統的な土地を奪い，伝統的生活様式を破壊した。（中略）我々は罪
を犯したのである。（中略）国家の一部を成す［我々が］謝罪を行い，
過去の不正義に対する悲嘆と後悔の念を率直に表明した。そして国家
の他の部分を成す人々によって，これが受け容れられ，許しが与えら
れたのである。」47）
　もちろん，歴史的犯罪を認定すべきであるという要求は全く新規なもの
ではなく，過去にもこの種の例はいくつか存在してきた。また，このよう
な［承認に関わる］行動の今日的な広がりを示す別の要素も認められてお
り，人権に関する言説の拡大や，時効による制約を受けない「正当化不能
というカテゴリーに入る（rentrent dans la catégorie de lʼinjustifiable）」犯
罪を処罰する意思などはこれにあたる48）。とは言え，人民，共同体，個人
がアイデンティティの意識を持ち始め，また彼らが今日新たな方法で，歴
史的，時間的な流れの中に自己を見出すようになってきているのであり，
こうしたことを通じて，歴史的犯罪の承認への要求は一層強化されている
のである。彼らは，今現在の地位や文化の観点からだけではなく，自らが
47）　Déclaration pour la réconciliation. Projet de texte adopté en 1999 par le Conseil 
pour la réconciliation aborigène. Cité in M. PIQUET, Australie plurielle. Gestion 
de la diversité ethnique en Australie de 1788 à nos jours, Paris, LʼHarmattan, 2004, 
pp. 215─216.
48）　P. RICOEUR, La mémoire, lʼhistoire et lʼoubli, Paris, Seuil, 2000, p. 609.
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属する集団，国家，共同体の歴史や記憶の観点からも自らを定義するので
ある49）。この点，ポール・リクール（Paul Ricoeur）は，個人のアイデン
ティティは，時間的な側面において集団的に形成されるとし，そこには
「そうした集団に向けてなされた，数世紀にも及ぶような差別」が含まれ
ると述べた50）。人々や集団のアイデンティティの時間的側面が示唆するの
は以下のようなことである。すなわち，歴史や記憶といったものは，こう
した人々に固有のものである
4 4 4
だけではない。それらは，現に存在する彼ら
のナラティヴな語り（récit narratif）であるだけでなく，過去から引き継
いだ歴史と，世代を超えて受け継がれた共通の記憶からも形成されている
のである。個人，集団，人民は，［アイデンティティの］否定に立脚した
過去の重大な犯罪の現在的影響を被っており，彼らは侮蔑的で卑しい自己
イメージを内面化させ，それ故に世代を跨いで受け継がれ，かつどうあっ
ても修復されない根深い承認の否定に苦しんでいるのである51）。犠牲者や
その子孫にのしかかるこうした承認の否定の意識は今日，正義への要請，
すなわち国家の責任問題の検討や，過去の犯罪への補償の要求という形を
とるようになってきており，これが他者の承認のプロセスとして機能して
いるのである。責任や補償の認定によって，長きに亘って続いたスティグ
マ化や無価値化の意識に終止符が打たれなければならない。そしてそうし
た責任や補償の認定は，責任を有する者を特定し，犯罪の規模を明らかに
し，犠牲者の記憶を尊重し，人々を平等な尊厳と民族的・文化的な差異の
双方の観点から再活性化させることを通じて実現されるのである。
　この問題に関してもはや後戻りすることはできない。我々の生きるこの
時代は既に承認のパラダイムに突入している。従って我々は，アイデンテ
ィティの否定に立脚した大規模な犯罪と結びつき，また現在に至るまで影
49）　アイデンティティと記憶を結びつける考え方は今日，哲学者だけでなく，社
会学者や人類学者によっても考察されている。以下を参照。J. CANDAU, Mé-
moire et identité, Paris, PUF, 1998, pp. 9 ss.
50）　P. RICOEUR, Parcours de la reconnaissance, op. cit., p. 331.
51）　ibidem, p. 332.
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響を及ぼし続けている歴史的損害を向き合わずに済ますことはできないの
である。何人かの論者は，承認の問題を突き動かしているものを完全に見
誤るとともに，悔恨の念を嘲笑っている。また，いくつかの諸国や政府
は，歴史的承認の要求が，我々の生きる時代の新しいパラダイムに基づく
価値や，冷戦後の正義の状況に起因して不可避のものとなっているという
ことを全く認識できていない。とは言え，簡単な解決策など存在しないこ
ともまた確かである。ダーバン会議はまさにその好例である。承認という
並外れて巨大な目的を，一つの国際会議だけに背負わせることはおそらく
誤りであり，むしろ国家レベル，二国間レベル，地域レベルの別のフォー
ラムを用意する方が，今日一層適当であるように思われる。全ては発生し
ている損害の文脈と規模，そしてアイデンティティの侵害や非物質的な損
害に対する補償の取り扱われ方にかかっているのである。また，国際法に
よって為しうることにも限界がある。というのも，承認は正義や法の問題
であるだけではなく，愛や自尊心，教育，道徳の問題でもあるからだ。こ
のことは，承認の法を構成する諸分野に関する本稿での［一連の］検討を
経た上で，指摘しておかなければならない極めて重要な点である。承認の
概念は，法や正義が決して完全には達成しえない期待に焦点を当てるもの
である。承認とは，他者をありのままに受け入れることを意味するもので
あり，専ら法のみによって計量・測定されるものではない52）。さらに，こ
こで問題となっているような主要な歴史的犯罪に関して言えば，それらは
政治的，道義的，歴史的重要性をも有しているのであり，従って法は決し
て承認の要求に対する唯一適切な応答とはなりえないのである。また，歴
史的犯罪に対する応答は，法的なもののみに限られるわけではなく，社会
的，政治的，教育的，文化的なものでもありうる。特定の歴史的犯罪に関
する具体的な事例に対して出される判決や，責任を一般的に認定する法文
52）　「間主観的承認（la reconnaissance intersubjective）の秩序」の三つの枠組み
を通じて，法に先立ち，かつ法の領域を超えるような承認の構造を示すことこ
そ，まさにホネットとリクールの目的とするところであった。この点について
は，例えば以下を参照。P. RICOEUR, Parcours de la reconnaissance, op. cit., p. 295.
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書による形式的補償には不可避的な限界がある。こうしたものを超えて，
かつての植民地推進国，被植民地国双方における次世代が過去の犯罪や過
ちから学ぶためには，教育と，新たな制度の戧設こそが必要とされるので
ある。そしてこれはまさに，過去の犯罪を許容してしまった政治的，道徳
的構造や，その根底にある文化的表象を脱構築し，またスティグマ化を推
進するような規則，実行，制度と袂を分かつことによって可能となるので
ある。法的決定や，悔恨・責任に関わる法的行為と結びつく，公式の承認
に関する国際法言説が一方において存在するが，他方で司法的決定や法文
書の形式をとらない，脱構築と再建（déconstruction/réhabilitaion）に関わ
る歴史的，教育的，文化的な努力というものもまた存在する。この段階で
必要とされているのは，これら二者を明確に区分することなのである53）。
III．新たな承認の国際法をめぐる困難と問い
　以上の確認を踏まえてここで指摘したいのは，この新たな承認の国際法
というものが必然的に惹起させる数多の困難と問いについてである。承認
に関する法は新しいものである。この法が反映しているのは，各々の平等
な尊厳だけでなく，文化，多様性，アイデンティティの重要性をも承認す
る必要性なのである。そしてそれは，個人，女性，集団，人民の生や歴史
に意味付けを与えてくれるものを尊重し，また彼らが被ってきた承認の否
定を終わらせることを目的としているのである。承認の国際法は従って，
開発の国際法における場合とは異なり，合理的に定義される物質的利益で
はなく，象徴的かつ文化的な観点から定式化される要求を担っているので
ある。このことが示唆しているのは，ここ20年ほどの間に，国内的にも国
53）　大規模犯罪に関する修正主義（révisionnisme）という限界がある。もちろん，
このような修正主義自体，疑いうるものであることは間違いない。以下を参照。
J. MICHEL, Gouverner les mémoires. Les politiques mémorielles en France, Paris, 
PUF, 2010, pp. 135 ss. 国際刑事法廷との比較については，以下を参照。M. KOS-
KENNIEMI, La politique du droit international, Paris, Pedone, 2007, pp. 227 ss.
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際的にも正義の要請内容に重大な転換が生じているということである54）。
しかしながら，こうした転換は，いくつかの側面においてとりわけ複雑な
問題を有しており，また必ずしも解決されているとは言えない複数の問い
と，負の側面
4 4 4 4
（dark side）を惹起させるものでもある。すなわち，国際的
な平面において，承認という現代的要求を法的に満足させるにはどうすれ
ば良いのだろうか。承認され，保護されるべきアイデンティティはどのよ
うに同定すれば良いのだろうか。誰のアイデンティティを承認すれば良い
のか。全ての人が承認を欲している以上，あらゆる文化やアイデンティテ
ィが法的に承認されるべきなのだろうか。さらに，特定の文化やアイデン
ティティの法的保護は，例えば人権法や経済法のような他の国際法分野と
どのような形で両立させれば良いのだろうか。事実として言えるのは，
我々の時代を特徴付ける「承認への一般的渇望」は両義的な効果を有して
いるということである。それは，長きに亘ってスティグマ化されてきた集
団，人民，国家，個人に由来する正当な承認の欲求を反映しているのであ
り，また同時に，その解決策を国際法の中に見出そうとするものでもあ
る。しかしながら他方で，そうした承認への渇望がしばしば表現するの
は，共同体主義的性格の強い社会においてでさえ，個人，集団，人民から
自己指標（leurs repères）を奪い去ってしまうようなグローバル化の進む
世界において，社会的確実性（certitude sociale）が是が非でも必要とさ
れるということである。そして，この点しばしば看取されるのは，そうし
た社会的確実性の必要から，いくつかの承認の法規則が自己指標を奪われ
た人々によって操作的に用いられ，その結果，人々の基本的権利を直接に
侵害するような急進的かつ原理主義的なアイデンティティが表明されると
ころまで行き着いてしまうということである55）。
54）　A. CAILLE, «Introduction», in A. CAILLE (dir.), La quête de la reconnaissance. 
Nouveau phénomène social total, op. cit., p. 5.
55）　この点，とりわけ以下の三つの重要な書物を参照。A. MAALOUF, Les identi-
tés meurtrières, Paris, Grasset, 1992 ; A. SEN, Identité et violence, op. cit. ; A. AP-
PADURAI, Géographie de la colère. La violence à lʼâge de la globalisation, Paris, 
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　全ての文化の平等な尊厳の原則を一例として取り上げてみよう。この原
則は，2005年の文化多様性条約やその他の国際文書において規定された多
様性の原則を基礎付けるものであるが，同時に一般的な問題を生じさせる
ものでもある。この原則は，国際的な平面において，全ての文化の間に厳
格な平等性を確立する。しかしながら他方で，あらゆる文化的慣行が平等
かつ同等の尊厳を持つということを当然の前提とすることはできず，この
点で同原則は問題を生じさせるのである。この困難な問題に関わる重要な
争点を明確化する有名な例に触れておきたい。すなわち，少女の性器切除
のような文化的慣行にも，他の文化と同等の尊厳が認められるのと考えて
良いのだろうか。チャールズ・テイラーが指摘しているように，これを肯
定することは，誇張過多で疑わしい，偏狭な文化相対主義に再び立ち戻る
ことを意味する56）。従って，各文化の一体性（intégrité）の保護には，全
ての個人の基本的人権の尊重，すなわち文化の平等な尊厳ではなく，人間
の平等な尊厳の尊重という観点からの制限が課されるのである。この人間
の平等な尊厳というものは，究極的にはこのような［文化に関わる］体系
（édifice）の基礎に位置付けられる。2003年に採択された，アフリカにお
ける女性の権利に関するアフリカ人権憲章の追加議定書は，先に取り上げ
た女性器切除の例に関して，人権の尊重という点を，他のいかなるものに
も増して強く反映している。この議定書に基づいて，とりわけ女性器切除
のような「有害な」伝統的慣行は，人権および女性の権利に反するもので
あるとして禁止されるに至ったのである（ ₅ 条 b）57）。言い換えれば，「強
い」文化相対主義の主張，すなわち差異の保全を徹底しようとする主張
は，このような地域的文書の存在によって明白に否認されているのであ
る。2001年の文化多様性世界宣言（ ₄ 条），さらには2005年の文化多様性
条約（ ₂ 条 ₁ 項）においても同様の趣旨のことが示されており，人権の侵
Poche, 2009.
56）　Ch. TAYLOR, Le multiculturalisme, op. cit., p. 61.
57）　2005年に発効している。URL: http://www.achpr.org/fr/instruments/women-
protocol.
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害のために文化多様性を引き合いに出すことはいかなる場合においても認
められないことが明確な形で規定されている。
　とは言えそれでも，「弱い」文化相対主義の主張に基づいた，人権それ
自体の文化的な解釈に起因するまた別の問題も残されている。ここで究極
的に必要とされるのは，国際的な平面において人権が果たすべき役割と，
また他方で人権というものがどの程度文化帝国主義の表現となっているか
ということ，これらの二点を正確に理解することである。ここではこの主
題に関する詳細な考察を展開することは叶わないが，最低限指摘しておか
なければならないのは，文化の平等な尊厳と，より具体的かつ個別的な文
化的表現や慣行の平等な尊厳という二者は区別されるべきだということで
ある。というのも，ある文化は，それが有するごくわずかな文化的表現だ
けで表現し尽くせるものではないし，またその文化の中の特定の文化的な
表現や慣行が非難されるべきものであるからといって，それをもって当該
文化全体を否定してしまうことは極めて還元主義的であり，また新しい国
際文書の精神にも反するからである。この点はあまり強調されることが多
くないが，承認に立脚する脱植民地化後，あるいは冷戦後の世界におい
て，文化の平等な尊厳という法原則の特異性や新規性を擁護するにあたっ
て極めて重要となる点である。まさにこのような考え方によって，個人の
平等な尊厳の原則を維持しつつも，ある文化の他の文化に対する優越や，
覇権的政策への回帰を法的なレベルで否定するような，文化の平等な尊厳
の確保が可能となるのである。南北双方における特定の文化的な慣行や表
現の有害性が何人かの論者によって戦略的に告発され，これによってある
特定の文化全体が貶められ，また諸文化間の平等な尊厳の原則や，人権の
文化への適合という全く正当な要求が再問題視されるということが起こり
うるのである58）。
　さらに，承認の国際法が，規範上
4 4 4
（de jure）ではなく事実上
4 4 4
（de facto），
58）　この主題に関しては以下を参照。C. NYAMU, «How should Human Rights 
and Development Respond to Cultural Hierarchy in Developing Countries ?», 
Harvard International Law Journal, 2000, Vol. 41, No. 2, pp. 381─418.
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国際経済法に従属しているという点も看過できない。これは各法的レジー
ム相互の間に関係性の断絶があることに起因している。この結果，目下の
ところ経済的規則の作用によって，その時々の最も強き者，とりわけ巨大
で私的な経済の担い手（grands opérateurs économiques privés）による経
済的・文化的な支配が基礎付けられ，承認の国際法はその犠牲となってし
まうのである。2005年の文化多様性条約の諸規則が WTO の通商規則に対
して優越しなかったり，あるいは少なくとも両立性を獲得できないのだと
したら，こうした諸規則に一体何の価値があるというのだろうか。もし
WTO において唯一適用される法的枠組みが，［文化多様性に比べて射程
が］より限定的な文化的例外であるとしたら，2005年条約において採択さ
れた文化的表現の多様性の原則はどうなってしまうのだろうか。あるい
は，もし世界最強の経済大国であるアメリカが，二国間協定という法技術
を用いることで，自由貿易に有利になるように，戦略的に［2005年条約
の］諸規則を回避してしまったら，多様性の原則はどうなってしまうだろ
うか。2005年条約が採択された際，アメリカは第三世界諸国との間で二国
間協定を締結し，多様性の原則を骨抜きにした。こうした二国間協定にお
いてアメリカは，2005年条約に規定された自国文化の保護・促進のための
国内措置の放棄を経済利益付与の条件としたのである。このような反動的
な政策によって，2005年条約における，文化の承認やアイデンティティの
尊重の観点から象徴的な意味で重要であったものが全て破壊されてしまっ
ているのである。もう一つ例を取り上げてみよう。もし油田開発，鉱山開
発，森林開発を担う企業，あるいは私的な経済的アクターによる国内の活
動，あるいは国境を超えた活動が完全に合法的な形で影響力を増幅し，と
りわけそれが過度に投資家に有利な投資契約を通じてなされた場合，少数
者や先住民の権利，彼らの遺産や伝統的芸術，森林，先祖代々の土地の保
護に一体何の意味があると言うのだろうか59）。例えばラテンアメリカで
59）　この主題に関しては，例えば以下を参照。F. DEROCHE, Les peuples autoch-
tones et leur relation originale à la terre : un questionnement pour lʼordre mondial, 
Paris, LʼHarmattan, 2008.
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は，投資の規制緩和を促進するグローバル化とネオリベラルのシステムに
より，複数の企業が新たな市場を切り開き，その結果，先住民の権利が明
白な形で犠牲になっている60）。彼らのうちのいくつかは，このことを理由
として訴訟を起こしているが（グアテマラにおける Glamis Gold 社と
Montana 社，ボリビアとペルーにおける Repsol 社，エクアドルにおける
Texaco 社など），国際投資法によって合法とされている行為に対して法的
に対抗するにあたって，社会的権利，先住民の権利，人権などに優越的地
位が与えられる機会はほとんどない。
　2005年条約の交渉の際に，こうした異なるレジーム間の関係性の問題は
議論されていた。交渉当事者は，南北間，さらには南側内部において経済
的な力の不均衡が存在する以上，もし競争法が文化多様性の法に優越する
のであれば，文化的表現の多様性の原則が何の効果も持たない死文となり
うることを完全に認識していた61）。従って交渉当事者は，諸国の発展段階
の差異を考慮に入れると同時に，条約中の諸規則が国際経済法にも適合的
となるようにしたのである。条約内には開発に関わる一連の諸規定があ
る。交渉当事者は，協力の原則，特恵待遇，途上国に対する支援基金の戧
設などを取り入れた（ ₂ 条 ₄ 項，13─18条）。しかしながら，基金は緩やか
な形でしか与えられていない。そしてさらに，エレーヌ・リュイーズ・フ
ァブリ（Hélène Ruiz-Fabri）によれば，もし協力に関する諸規定が，途上
国の文化に関する方針に影響を及ぼすことを目的として，豊かな国によっ
て条件付で用いられた場合，それは新たな文化帝国主義の到来に道を開い
てしまう可能性があるという62）。新たな法はこのように，それ自体として
60）　例えば以下を参照。J. WARDEN-FERNANDEZ, «Indigenous Communitiesʼ 
Rights and Mineral Development», Journal of Energy and Natural Resources Law, 
Vol. 23, No. 4, 2005, pp. 417 ss.
61）　以下を参照。E. COMBY, «Quel type de coopération peut être engagé entre pays 
du Nord et pays du Sud?», in H. RUIZ-FABRI (dir.), La convention de lʼUNESCO 
sur la promotion et la protection de la diversité des expressions culturelles. Premier 
bilan et défis juridiques, Paris, Société de législation comparée, 2010, pp. 255─260.
62）　H. RUIZ-FABRI, «Conclusion à deux voix», in ibidem, p. 276.
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両義的な効果を有しており，貧しき国にとっての新たな桎梏にもなりうる
のである。また2005年条約は，締約国が締結している他の条約文書（経済
的，金融的協定もこれに含まれる）との関係性を規定した条項を有してい
る（20条，21条）。同条約20条によれば，このような文書相互の関係性は
「相互支持，補完性，非従属」の三種類に分類されるという。「非従属」に
基づけば，当事国は2005年条約を他の条約に従属させてはならないが，他
方でこの条約を引き合いに出して他の条約上の約束を修正することもでき
ない。これは条約法条約の古典的適用である。従って残されているのは，
「相互指示」と「補完性」，そして条約規定間の両立性に関する解決策をめ
ぐる諸仮説である。規則の両立性（あるいは関連する諸組織の行為の両立
性）という考え方が，多様性の原則を実効的にするような共通の実利的解
決策を生み出すかもしれないが，それでも文化多様性の保護・促進に関す
る諸規則と，国際経済法の諸規則との関係性を具体的にどのように規律す
るかという点に関しては，現段階で未だ確定的なことは言えそうにない。
そして目下のところは，他の領域と同様に，WTO による国際経済法規則
が優位し続けることになりそうである。
　承認の国際法は，一定の領域においては非実効的なものとなる危険性が
ある。そしてここでもし，文化多様性やアイデンティティの豊穣を阻害す
るような経済的・文化的支配の状況を終わらせることができないのであれ
ば，同法によって文化やアイデンティティの侵害を改善することは大部分
において叶わなくなるだろう。これはとりわけ懸念されるべき負の側面
4 4 4 4
（dark side）であり，承認の法の発展を目の当たりにする中で，懐疑の念
を増幅させることにつながってしまうだろう。というのも，承認の法は結
局のところ，個人，国家，集団，周縁化された人々を，アインデンティテ
ィや文化には考慮を払わない支配的なネオリベラル世界秩序に今以上に服
従させ，彼らに対してより一層の尊重がもたらされるという印象のみが与
えられて終わってしまうかもしれないからである63）。可能性として懸念さ
63）　このようなことは，社会が期待しているものに適合的で，かつ自発的服従を
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れるのは，［承認に関する］法文書が本来的に目的としていたものから移
行し，逆説的な方向転換を遂げてしまうことである。そこにおいては，ま
さにこうした法文書が方向修正し，改革しようとしていたはずの現行秩序
への「自発的服従（soumission volontaire）」を，承認の約束自身が促進し
てしまうことになってしまうのである64）。
促すような自己イメージに従った場合に起こる。これはまさに承認の「イデオ
ロギー的形態」というべきものであり，それはここまで述べてきた承認の「正
当化される形態」とは区別されなければならないものである。以下を参照。A. 
HONNETH, «La reconnaissance comme idéologie», in A. HONNETH, La société 
du mépris. Vers une nouvelle théorie critique, op. cit., pp. 245 ss.
64）　承認に関するホネットのアプローチ及び注意喚起については，以下を参照。
ibidem, pp. 245 ss. et 286 ss.
